
空港業務における現状と取組状況

資料１

令和5年10月5日



空港業務の現状
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国内のコロナ感染者数

国内線旅客数（全社コロナ前比）

国際線旅客数（全社コロナ前比）

（※23年5月8日まで） 主要本邦航空会社（大手、中堅、ＬＣＣ）９社を計上
（ＡＮＡ／ＪＡＬはグループで１社としてカウント）

本邦航空会社の国内線・国際線旅客数の推移
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（※）「コロナ前比」
▶ 2019年2月1週（2019/2/3）～2020年1月5週（2020/2/1）
における旅客数との比較。
（2020年2月以降のコロナ影響を排除するため）

緊急事態
宣言

Go To トラベル(7/22～12/28)

（※）

緊急事態
宣言

緊急事態
宣言

2020年 2021年

9/18時点

2022年 2023年
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都市部（成田・羽田・中部・関西）
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旅客ハンドリング

地方部（都市部以外）

全空港（主要６１事業者）

グランドハンドリングの体制（主要61社の従業員数）

○ グランドハンドリングの従業員数は、一時はコロナ前から１～２割減少していたが、足元では回復の途上にある。

〇 回復のペースについて、都市部と地方部の空港で比較すると、地方部の方が回復の度合いが大きい。

0

3000

6000

9000

12000

15000

2019.3 2023.4 2023.9

旅客ハンドリング

約11,500人
約14,100人

0

3000

6000

9000

12000

15000

2019.3 2023.4 2023.9

ランプハンドリング

約11,000人
約12,200人約12,100人

約11,600人

コロナ前比：86% コロナ前比：95%

約7,500人
約9,400人

0

3000

6000

9000

12000

2019.3 2023.4 2023.9

ランプハンドリング

約6,300人
約7,300人約7,900人 約6,700人

コロナ前比
92%

0

3000

6000

9000

12000

2019.3 2023.4 2023.9

旅客ハンドリング

0

3000

6000

9000

12000

2019.3 2023.4 2023.9

ランプハンドリング

コロナ前比
97%

コロナ前比
92%

コロナ前比
84%

約4,100人
約4,600人

約4,800人
約5,000人約4,200人 約4,900人

3

コロナ前比：81% コロナ前比：90%
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グランドハンドリングの体制（主要61社の採用・離職の状況）

全空港（主要６１事業者）

都市部（成田・羽田・中部・関西）※2023.4～8合計値 地方部（都市部以外） ※2023.4～8合計値

○ 毎月、採用活動を行うことにより、職員数については着実に増加している。

〇 その一方、多忙等を理由として、一定数の退職者が生じている。
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約3,400人
約2,900人 約3,100人
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保安検査員の体制（全国の保安検査員数）

（※） 全国の空港で旅客及び機内持込手荷物の検査、従業員検査、預入手荷物検査を行っている保安検査員の人数。 （令和５年９月時点）

コロナ前比：90%

○ 保安検査員については、コロナ前から約２割減少していたが、足元では一部回復の傾向がみられる。

約7,400人

約6,700人

約5,800人 約5,800人 約6,100人

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000
全空港（※）

2020年4月 2021年4月 2022年4月 2023年4月 2023年9月

コロナ前比：82%

約4,000人

約2,900人 約3,000人

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
都市部（成田・羽田・関空・中部）

2020年4月 2023年4月 2023年9月

コロナ前比：75%

5



保安検査員の体制（主要保安検査会社における採用・離職の状況）

○ 積極的な採用活動を行うことにより、採用数については着実に増加している。

○ その一方、多忙等を理由として、一定数の退職者が生じている。

（※）全国の保安検査会社のうち主要検査会社６社における採用・離職状況（令和５年９月時点）
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※2023.4～2023.9以降の合計値 ※2023.4～2023.9以降の合計値



中間とりまとめを踏まえた取組状況



【簡略】空港業務の持続的発展に向けたビジョン 中間とりまとめ概要
持続的な発展に向けた空港業務のあり方検討会 （令和５年６月９日公表）

【視点１】働き方
・誇りを持って長く働けること
・社会的意義や魅力の発信
・賃上げを含む処遇改善や人材育成

【視点２】需要変動への対応
・就航と撤退
・季節／時間的な繁閑差

【視点３】多様な人材受入

【視点５】
視点１～４を踏まえた上での空港毎の対応
・特性（アクセス、事業者構成 等）に応じた取組の検討
・地場産業であり、地域振興の観点からも重要な空港業務
を地域で支える

【視点４】イノベーション
・労働環境の改善にも資する生産性向上
・空港分野の脱炭素化
・業界構造・慣行の見直し

【視点６】官民の関係者の連携
・系列をはじめとする垣根を越えた連携、 役割分担
・現場状況や課題の継続フォロー

空
港
業
務
の
持
続
的
な
発
展

空港業務の持続的な発展に向けた視点・取組

・受託料引き上げ等を通じた処遇改善における透明性の確保
・保安関係料金の適正水準のあり方検討
・ハード・ソフト両面からの職場環境改善の推進
・ライフステージに応じた空港内での分野横断的な職場設定
・空港業務の社会的意義等の情報発信 等

・需給の逼迫状況等に見合った受託料引き上げ
・人材確保にマイナスに働く受託契約の内容の適正化
・就航メリットを享受する主体間の適切なリスク分担 等

・外国人が地域に馴染むための環境整備
・男女比の極端な偏りの解消に資する職場環境整備 等

・DX・GX技術の開発・実証、更なる活用の推進
・スマートレーン等の先進機器の導入の推進
・（特に地方部における）GSE車両の共用化・共有化の推進
・多重委託構造や雇用慣行・契約慣行の見直し 等

・地方自治体による支援のあり方の見直し
（空港業務支援も誘致支援の一部と位置づける 等）
・空港WG等を活用した空港単位での取組推進
・業界団体の創設及び同団体等による共通課題への取組推進 等

視点 取組の方向性（抜粋）
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時間軸を意識して具体的に取り組む事項
（空港業務の持続的発展に向けたビジョン 中間とりまとめ概要 令和5年6月9日公表）

○需要回復の進捗状況に応じた戦略的な人材配置や育成を進め、できる限りの国際航空需要を取り込んでいく
※この際、現場職員（特に中堅職員）に無理をさせてしまうと、受入体制の更なる毀損に繋がりかねないことに重々留意

○令和５年度中にコロナ禍前に近い水準の体制を整備できるよう、個社や新たに設立される業界団体が中心となり、人材確保・育成、
業務効率化を着実に進めていく

○また、地方空港の早期回復の命運を握っている地元グラハン会社・検査会社の体制整備に向け、地方自治体をはじめとする関係者一丸
となった取組を進めていく

【取り組むべき事項の例】
＜個社＞

＜業界＞

＜空港会社等＞

＜地方自治体＞

＜国＞

○コロナ禍前を更に上回る需要にも無理なく対応できる持続可能な体制整備に向けた見直しを推進する（需要変動リスクの適切な分担 等）

短期（令和５年秋頃まで）

中期（令和５年度末まで）

長期（令和６年度以降）

9

○賃上げを含む処遇改善に不可欠な受託料の引き上げ
○人材確保にマイナスに働く受託契約の内容の適正化（キャンセル料の設定 等）
○職員負担の集中を回避するための正確な現状把握 ○適切な業務量調整による高負荷の抑制

○グラハンの業界団体の設立と実効性のある運営 ○空港業務の社会的意義等に関する情報発信の強化
○カスタマーハラスメント対策の推進（啓蒙活動の推進 等）

○空港内の労働環境の改善 ○空港の知名度を生かした採用活動
○マルチタスクを担うことができる空港人材の育成に向けた研修 ○空港WGの活用推進

○地元グラハン会社・検査会社とのコミュニケーション強化
○空港業務は地域の雇用を支える地場産業であるという観点から、部局横断的な連携の下での取組の実施
○空港業務支援も誘致支援の一部と位置づけた上での関係部局（観光、産業振興 等）と連携した支援の実施

○各地の空港におけるベストプラクティスの横展開（事例収集、整理 等）
○生産性向上・業務効率化の実現に向けた取組支援 ○各主体による取組の重要性の発信



空港業務を持続可能なものにしていくための各主体の役割

個社／業界 ・「空港業務対策は、業界全体、
地域全体に大きく関わる問題」
という意識改革

・関係者間への積極的な情報共有、
関係者一丸となった取組推進

・「航空業界」というブランドに過度
に依存しない対応の推進
（処遇改善、「空港業務」としての魅力
の発信等）

・将来を見据えたイノベーショ
ンの推進

・「空港業務体制は、空港会社等の
業績に直結する問題であり、より主体
的に取り組む」という意識改革

・空港の知名度を活かした採用活動
の推進

・需要変動に空港として対応していくた
めの、 マルチタスクを担うことができる
空港人材の育成に向けた取組推進

・各社のニーズを踏まえた対応
（空港内の労働環境の改善、スマートレーン
の導入、GSE車両の共用化等）

・「インバウンド実現には、空港業務
支援も誘致支援の一環と捉えた上
で対応していくことが不可欠」という
意識改革

・地方経済を支える空港業務会社
が真に望んでいる支援策の実現
に向けた検討

・「空港業務は、インバウンドの推進等
を通じた地域振興を実現する観点から
も重要である」という意識改革

・多様な関係者による取組状況の継続
的なフォローアップ及び各種支援策の
見直し

・各空港におけるベストプラクティス
の横展開

空港会社等

地方自治体 国

・事業者が需要変動リスクを負担
していることへの理解

10⇒ 空港WGを設置している空港（５０空港）に対し、フォローアップを実施



短期目標への対応（個社）
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○適切な業務量による高負荷の抑制 ●資機材の自動化・省力化を促進
●運航便数や予約数に合わせた保安検査場の運用、空港間支援

取組むべき事項
具体例

○賃上げを含む処遇改善に不可欠な
受託料の引上げ ●契約先に対し、従業員の処遇改善原資の確保を踏まえた受託料の

引上げについて、交渉の実施及び新たな契約を締結

取組むべき事項
具体例

○人材確保にマイナスに働く受託契約の
内容の適正化（キャンセル料の設定等） ●最低保証契約の締結などリスク分担を念頭に置いた契約の締結

取組むべき事項

具体例

取組むべき事項

○職員負担の集中を回避するための
正確な現状把握

具体例
●負担軽減のため、運航便に合わせ、随時勤務体制を変更
●社員の日々の勤務時間の把握し、労働時間の偏りや負担が
無いようシフト管理の明確化

【委託料引上イメージ】
（従前） （見直し後）

グラハン作業員
人件費

その他経費

グラハン作業員
人件費

その他経費

45空港／45空港 （※国際線再開に向けた動きが具体化している45空港全てで実施（交渉中のものを含む））

39空港／39空港（※国際線の再開・新規就航などによって、職員負担の集中を回避する必要がある空港）

35空港／35空港（※国際線の再開・新規就航などによって、業務量による高負荷が生じている空港）

45空港／45空港 （※国際線再開に向けた動きが具体化している45空港全てで実施（交渉中のものを含む））



短期目標への対応（業界団体）
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○空港業務の社会的意義等に関する情報発信の強化

○グラハンの業界団体の設立と実効性のある運営

●空港ハンドリング協会HPを開設
●HP等を通じたコンタクトから、入会希望者や関連教育機関等との
意見交換を実施

●R5.8.25に 「空港グランドハンドリング協会」の設立し、同日総会を
開催
●総会において、設立趣旨や業界の課題、政策的対応の必要性等を
積極的にアピール

取組むべき事項

取組むべき事項

具体例

具体例

出典：空港グランドハンドリング協会

引用：空港グランドハンドリング協会HP

○カスタマーハラスメント対策の推進
（啓蒙活動の推進 等）

●会員各社に対し、実態調査を実施
●実態調査を踏まえた企業対策研修会を計画

取組むべき事項 具体例



短期目標への対応（空港会社等）全事項実施：2/50(空港) 一部事項実施：24/50(空港)
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○空港内の労働環境の改善

○空港の知名度を生かした採用活動
（空港単位の合同説明会 等）

○マルチタスクを担うことができる空港
人材の育成に向けた研修

●休憩室の増設・拡充（成田国際空港）
●空港内に食料自動販売機等の設置（広島空港）

●空港合同企業説明会、インターンシップの開催
●空港合同採用HPの作成

●部門間で兼務発令（グラハン部門と旅行センター部門等）をし、
マルチタスクを担うことができる人材を育成（福江空港）

空港合同インターンシップ
（引用：鹿児島空港HP）

空港合同採用HP
（引用：仙台国際空港HP）

取組むべき事項

具体例取組むべき事項

取組むべき事項 具体例

具体例

空港合同企業説明会
（出典：福岡国際空港（株））

食料自動販売機等の導入
（出典：広島国際空港（株））

休憩室の増設（トレーラー型）
（提供：成田国際空港（株））

17空港／50空港

21空港／50空港

３空港／50空港



短期目標への対応（地方自治体）全事項実施：5/50(空港) 一部事項実施：24/50(空港)
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●定期的なヒアリングの実施（情報共有、支援検討）
●労働部局の施策紹介

●移住支援事業等と連携した情報発信
●業界団体等との連携による人材の確保のマッチング支援等の実施

●空港の受入体制整備にかかる採用情報発信、資格取得、応援派遣等に係る経費について、支援事業を実施
・新潟空港地上業務体制確保支援事業（新潟県）
・佐賀空港給油体制強化事業費補助金、インバウンド誘客促進加速化事業（佐賀県）
・那覇空港保安検査場緊急対策事業、沖縄県管理空港保安検査場緊急対策事業（沖縄県）

○地元グラハン会社・検査会社との
コミュニケーション強化
（人員体制等の正確な現状把握）

○空港業務は地域の雇用を支える地場
産業であるという観点から部局横断的な
連携の下での取組の実施

○空港業務支援も誘致支援の一部と位置付けた上での関係部局
（観光、産業振興 等）と連携した支援の実施

取組むべき事項
具体例

取組むべき事項

具体例

取組むべき事項

具体例

移住支援事業との連携
（引用：大分県HP）

マッチング支援等に係る取組
（引用：福岡県HP）

24空港／50空港

16空港／50空港

13空港／50空港



短期目標への対応（国）
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○各地の空港におけるベストプラクティスの横展開

○生産性向上・業務効率化の実現に向けた取組支援

●地方空港等受入環境整備事業費補助金により業務効率化に要する経費等に
関する補助事業を実施（R4年度補正予算措置、R６年度概算要求）

【活用事例】多言語翻訳機の導入
○旅客への対応時間短縮
導入前： 20～30分程度/回

⇩
導入後： 10分以内/回

○各主体による取組の重要性発信

●空港業務従事者の存在意義向上を図る
目的で「ありがとうポスター」を作成し、全ての
航空局職員に周知するとともに、空港WG
を通じ紹介・展開

●各空港における取組の好事例を収集し、HPで
公表するとともに関係機関へ広く周知
●空港WGにおいて事例集を展開するとともに、
自空港おける好事例について積極的な報告を
推奨

具体例

取組むべき事項

取組むべき事項

具体例

取組むべき事項

具体例

持続的な発展に向けた空港業務に係る取組事例集（R5.8.2公表）



短期目標に対する評価と今後の対応

○ 「受託料の引上げ」など、外国エアラインとの契約に係るものについては、着実に取組が進められている。
また、国際線の再開・新規就航などによって業務量が増大した空港の事業者は、「正確な現状把握」
を実施し、「高負荷の抑制」 に向けた取組を実施している。
➡ 「受託料の引上げ」などの契約に係る取組は、現在交渉中の事案も存在することから、継続した取
組を実施していく。
離職者の抑制に向けて、「正確な現状把握」「高負荷の抑制」に向けた取組を着実に実施していく
よう、空港ＷＧ等を通じて、その周知を図る。
また、「高負荷の抑制」に向けては、省力化の実現に向けた先進機器の導入など一定の経費が必要
になる場合があることから、国としても継続した支援の実現に向けて取り組む。

○ 「業界団体の設立」がなされ、「カスタマーハラスメント対策の推進」など、これまでに例の無い取組が始め
られている。

➡ 各社が対応を進める中で明らかになる課題について、業界全体で実効性のある取組が進められるよ
う、業界団体（空ハン協）と国が連携して取り組む。また、カスタマーハラスメント対策について、実態
調査を踏まえた具体的な行動を進めていくよう、引き続き促していく。

【業界】

【個社】

16



短期目標に対する評価と今後の対応

○ 各項目の中でも、「労働環境の改善」については、特に要請が高いものであるが、投資余力の問題等も
あるためか、具体的な行動に移すことができた空港は限定的であった。

○ 「地元グラハン会社等とのコミュニケーション」や「空港業務支援も誘致支援の一部と位置づけた支援」に
ついて、これに着手する取組は見られているものの、具体的な行動をさらに広げる必要。
➡ 空港WGにおいて検討を進め、未実施自治体に対して着実な実施を促す。
また、これらの取組を実施する上で特に課題となる、資機材の導入や職場環境整備等に対する

支援の実現に向けて取り組む。

【空港会社等】

【地方自治体】

➡ 離職者を抑制していくためには、「労働環境の改善」は不可欠であることから、空港WGにおいて検
討を進め、未実施空港会社等に対して着実な実施を促す。

短期目標で明らかになった課題の解決を図りつつ、
中期目標（令和５年度末）に向けた取組を推進
（中期目標については令和５年度末にフォローアップ予定）

17



空港業務に関する主な支援策（案）（令和６年度予算要求）
〇 今後、急速な増加が見込まれるインバウンド需要を取り込んだ上で、空港機能が持続可能な形で維持・発展できるよう、航空・空港
関係事業者の人材確保・育成等の取組を推進等することにより、航空機の運航に不可欠な空港業務（グランドハンドリングや保安検査
等）の体制強化等を図ります。
〇 加えて、旅客の利便性向上を図りつつ、多数の旅客に対し確実かつ効率的に検査が実施できるよう、スマートレーン導入等に対する支
援を実施することにより、保安検査の量的・質的向上を目指します。

航空・空港関係事業者が実施する空港ごとの合同就職説明会の開催、
教育訓練等の取組や、特定技能外国人の受入に係る実態調査等を
実施するとともに、空港業務を担う人材の処遇改善を実現することにより、
人材の確保・育成等を推進します。

●人材確保・育成等の推進

空港ごとに開催する合同就職説明会 教育訓練

共用化されているGSE車両

●空港機能の効率的投資・運用に向けた取組推進
空港における資機材の共有化等の生産性向上に資する取組の推進や、
リース事業の導入可能性に関する調査等を実施することにより、空港機能
の効率的投資・運用を実現します。

●受入環境高度化等への支援
航空旅客の利便性を図るためのPBB(搭乗橋)やバゲージハンドリングシステム等、
受入環境高度化等を図るための施設整備を支援します。

６年度要求額 非公共予算 １０．７（２．８）億円
※（ ）内は前年度予算

<保安検査の量的・質的向上の推進>

CT型X線検査機
スマートレーン

スマートレーン等の高度な保安検査機器への入れ替えの促進等を推進します。
６年度要求額 １６（１６）億円

※（ ）内は前年度予算

<空港受入環境の整備等の推進>
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（参考）各空港における取組①【新潟空港（個社）の事例】
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●空港業務の持続的発展に向けたビジョン 中間とりまとめ
短期的に取り組む事項に係るフォローアップ結果
URL：https://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk5_000137.html

※その他、空港会社や地方自治体等の実施主体毎に作成し、空港単位で掲載

【実施主体：個社】 新潟空港

取組事項 具体的取組事例 取組内容 備考（効果等）

初任給及び賃金の引き上げ
初任給を13.2％引き上げ既存のスタッフも基本給額
に応じて賃金の引き上げを行う。

委託先との契約金額の見直し
処遇改善含む賃上げ等、委託先社員の還元を前提と
して委託先との契約金額について、順次、見直しを進
めている。

総代理店への委託料の見直し
本社にて、R5年度契約料の引き上げを実施。R6年
度契約料の見直し検討に着手。

検査会社への委託料の見直し
R5年度契約料の引き上げを実施。R6年度契約料金
の見直しについて検討中。

委託先の人財確保を下支えするための契約条項追加
最低保証料金の設定や品質連動制度等、委託先の経
営の下支えやモチベーション向上に繋げられるような
契約条項について、順次、追加設定を進めている。

検査会社への委託契約条件の設定 検査会社への委託契約に時間保証を継続して設定。

オフィスや休憩スペースのリニューアル

復便、増便に伴う職員増に対応すべく、机や椅子を刷
新し、オフィススペースの増床を実施。あわせて、職場
環境の改善を図るため、作業効率を上げられる導線
や家具の新規購入を実施。

職場環境課題の定期的なヒアリング
本社にて、全国空港所長による定例会議等を通じ毎
月職場環境課題の集約を実施。対応を検討中。

情報伝達ツールの拡充
復便、増便に伴い、輻輳するアサインを負担なく円滑
に渡り作業ができるように、可搬の台数を増やし、ス
ムーズな情報伝達と効率的なアサインを実施。

生産量ならびに生産対応状況の把握 本社にて、総代理店の生産対応状況を毎月把握。

適切な業務量調整による高負荷の抑制
ランプハンドリングにおける複数の航空会社の業務に
関しての協業化

お互いの業務を補完するために必要と思われる資格
を取得。

賃上げを含む処遇改善に不可欠な受託料の引き上げ

人材確保にマイナスに働く受託契約の内容の適正化
（キャンセル料の設定　等）

職場環境改善に向けた取組の推進

職員負担の集中を回避するための正確な現状把握



（参考）各空港における取組②【福岡国際空港（株）、佐賀県の事例】
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●各空港関係者の空港業務に係るベストプラクティス
URL：https://www.mlit.go.jp/koku/content/001622120.pdf


